
補助金チェックシート 　　市民生活部

R１ R２ R３ 説明

1
生活環
境課

地区コミュニ
ティ運営補助
金

コミュニティ

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

地域住民がコミュニ
ティを通じ、心ふれ
あうまちづくりの推
進を図るため自主
的に組織された地
区コミュニティの運
営に対し、その費
用の一部を助成す
ることにより地域の
活性化を図る。

要綱に定める経費
に対し助成するも
ので均等割、人口
割、世帯割等により
積算する。

35,786 40,871 41,524
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

42,590

2
生活環
境課

コミュニティま
ちづくり補助
金

まちづくり計画
策定済のコ
ミュニティ

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H21

地域の特色を活か
したコミュニティによ
るまちづくりを推進
するため、地区コ
ミュニティが自主的
に策定したまちづく
りに関する計画に
基づいて実施する
事業に対して、予
算の範囲内で経費
の一部を補助する
ことにより、コミュニ
ティの活性化を図
る。

コミュニティで策定
されたまちづくり計
画に掲げる事業に
係る経費への補助
で、限度額は年度
内30万円を基本と
する。
また、自治会活動
促進に係る事業に
ついては別途限度
額20万円を補助す
る。

5,815 1,121 860
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

2,400

3
生活環
境課

自治会集会場
建設補助金

市に届出され
た自治会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

自治会の活動を促
進し、その健全な
発展を図るため活
動拠点施設の整備
を行う。

補助額は、集会場
の新・増・改築等の
経費の100分の30
以内の額。事業経
費が30万円未満は
対象外。

5,126 8,210 5,832
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

4,172

4
生活環
境課

自治会法人化
補助金

市に届出され
た自治会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H21
自治会の法人化を
促進することを目
的とするもの。

法人化した自治会
が不動産の登記を
する経費（10万円
以上）に対し100分
の30以内の額を補
助。限度額は5万
円。

0 0 45
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

100

5
生活環
境課

自治会の活動を促
進し、その健全な
発展を図るため、
要綱を定め予算の
範囲内で補助金を
交付する。

自治会からの申請
に基づき、毎年4月
1日現在の加入状
況により1世帯当た
りの単価による額
を積算し、地区連
合自治会より地区
の各自治会に交付
している。

7,077 7,038 6,940 7,000

6
生活環
境課

自治会の設立を促
進することを目的と
するもの。

自治会設立のとき
１回に限り会員数
に応じて交付するも
の。

20 50 10 50

7
生活環
境課

自治会活動応
援補助金

市に届出され
た自治会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

R1

自治会の活動を促
進し、その健全な
発展を図るため、
要綱を定め予算の
範囲内で補助金を
交付する。

要綱に定める経費
に対し助成するも
ので、限度額は3万
円。

89 30 0
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

300

H17
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

自治会育成補
助金

市に届出され
た自治会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

見直し基準該当項目 R４年度
要求額
（千円）

番号 担当課 名称 交付先
補助目的

区分
補助期間

区分
開始
年度

補助目的 補助内容
補助金額（千円）



補助金チェックシート 　　市民生活部

R１ R２ R３ 説明

見直し基準該当項目 R４年度
要求額
（千円）

番号 担当課 名称 交付先
補助目的

区分
補助期間

区分
開始
年度

補助目的 補助内容
補助金額（千円）

8
生活環
境課

自治総合セン
ターコミュニ
ティ助成事業
補助金

コミュニティ

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

（財）自治総合セン
ターの宝くじ普及広
報事業費として受
け入れる受託事業
収入を財源として
実施するもので、コ
ミュニティ活動に助
成を行うことによ
り、コミュニティの健
全な発展を図るとと
もに宝くじの普及広
報事業を行う。

地域の連帯感に基
づく自治意識を盛り
上げることを目指す
もので、コミュニティ
活動に直接必要な
設備の整備に要す
る経費に対し、１件
につき100万円から
250万円を交付する
もの。

2,300 5,000 4,900
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

3,600

9
生活環
境課

塩飽本島マイ
ペースマラソ
ン事業補助金

本島校区連合
自治会

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

毎回、島内外から
多くの参加があり、
その8割が市外から
の参加者である本
大会の開催を支援
し、観光客リピー
ターの増加を図ると
同時に島民が一丸
となって事業に取り
組むことにより地域
活性化を図る。

塩飽本島マイペー
スマラソン事業補
助のため、30万円
を上限として補助
する。大会では連
合自治会等が主体
となり実行委員会
を組織し、準備や
運営に当たってい
る。

300 0 0
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

300

10
生活環
境課

高等学校生徒
通学航路費補
助金

離島に住所を
有する生徒又
はその生徒の
保護者

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

離島から高等学校
に通学する生徒の
通学に要する経費
の負担軽減を図
る。

通学のため必要と
する定期乗船券の
購入費用に一定の
率(2分の１または、
3分の2)を乗じて得
た額を補助

479 392 310
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

484

11
生活環
境課

丸亀離島振興
協議会補助金

丸亀離島振興
協議会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

 離島住民相互間
の緊密な連絡提携
と協力により離島
の振興を促進し、あ
わせて島民の生
活・福祉の向上を
図る。

団体の予算に基づ
き欠損見込額を補
助。概算払を通じて
年度末に精算

0 0 0
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

50

12
生活環
境課

離島航路運営
費補助金

本島汽船㈱・
備讃ﾌｪﾘｰ㈱・
六口丸海運㈲

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

離島航路事業者に
対し、予算の範囲
内において、離島
航路運営費補助金
を交付することによ
り、離島航路の維
持を図り、もって離
島地域の振興及び
離島住民の生活の
安定・向上に資す
ることを目的とす
る。

（本島汽船㈱、備讃
フェリー㈱）
確定実績欠損額か
ら国庫補助額を差
し引いた額の2分の
1に相当する額を補
助
（六口丸海運㈲）
確定実績欠損額に
相当する金額の範
囲内で市長が定め
る額を補助

69,504 68,888 64,278
（１）継続
するもの

エ　行政目
的を達成す
るために、行
政が実施す
べき事業を
代替又は補
完して実施し
ている事業
等

95,000

13
生活環
境課

使用済自動車
等海上輸送費
補助金

使用済自動車
の海上輸送の
ための船舶運
賃及び荷役費
用を負担した
者

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H18

離島における使用
済自動車の適正か
つ円滑な処理を促
進するため。

海上輸送経費に一
定の率を乗じて得
た額を補助

6 0 0
（１）継続
するもの

イ　国・県の
補助金を財
源の一部と
して充てる事
業のうち、市
の負担が義
務的である
事業等

20

14
生活環
境課

離島住民通勤
等航路費補助
金

離島に住所を
有する者

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H27

離島住民が通勤・
通院等に要する経
費の負担軽減を図
り、定住の促進と雇
用機会の充実を図
る。

補助金の額は、通
勤・通院等に必要と
なる定期乗船券又
は回数乗船券の購
入費用に100分の
20の割合を乗じて
得た額以下とする。

1,860 2,274 2,583
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

3,000

15
生活環
境課

離島移住促進
事業費補助金

離島の空き家
を移住者用の
賃貸住宅又は
体験住宅にリ
フォームする
者

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

イ　短期
的なもの

H27
離島への移住促進
と空き家の有効活
用を図る。

補助金の額は、補
助対象となるリ
フォーム経費に10
分の9の割合を乗じ
て得た額とし、200
万円を上限とする。

6,841 7,631 14,000
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

10,000



補助金チェックシート 　　市民生活部

R１ R２ R３ 説明

見直し基準該当項目 R４年度
要求額
（千円）

番号 担当課 名称 交付先
補助目的

区分
補助期間

区分
開始
年度

補助目的 補助内容
補助金額（千円）

16
生活環
境課

元気な島づく
り団体支援事
業費補助金

市民活動団体
等

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

R1

離島の移住・定住、
交流人口の増加に
向けて、NPOまた
は、ボランティア団
体、各種協議会等
が取り組む事業に
要する経費の一部
を補助することによ
り、島の資源を生
かした魅力ある地
域づくりの促進を図
る。

1件につき、100千
円を上限とする

396 313 300
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

500

17
生活環
境課

高等学校生徒
居住費補助金

離島に住所を
有する生徒の
保護者

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

R4

離島から高等学校
に通学する生徒の
下宿等の居住費に
要する経費の負担
軽減を図る。

通学のため必要と
する居住費用に一
定の率（2分の１ま
たは3分の2）を乗じ
て得た額を補助。
上限15万円または
20万円。

- - -
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

150

18
生活環
境課

日本遺産構成
文化財整備事
業補助金

ＮＰＯ法人石
の里広島

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

イ　短期
的なもの

R4

日本遺産の構成文
化財である尾上邸
は、令和2年度に国
の農泊事業を活用
し母屋の改修を行
い、地元のＮＰＯ法
人が宿泊施設とし
て管理している。茶
室の老朽化が著し
いことから、改修整
備を行うＮＰＯに費
用を補助する。

事業に要する経費
の一部を補助す
る。

- - -
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

5,000

19
生活環
境課

コミュニティ協
議会連合会補
助金

市コミュニティ
協議会連合会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H27

地域住民のコミュニ
ティ・自治会活動に
際して運営協力
や、市からの周知
事項に関する協力
や参加調整、募金
活動、地域の見守
り活動外地域住民
の安心安全なまち
づくりを目的とする
活動を支援するこ
とにより、地域社会
の活性化を図る。

市コミュニティ協議
会連合会からの申
請に基づき補助す
るもの。市との連携
を図り、コミュニティ
が抱える課題につ
いて研修会などを
開催するとともに、
より良い地域づくり
に向けた諸活動の
推進に協力する。

640 640 350
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

640

20
生活環
境課

共同使用墓地
整備補助金

共同墓地の整
備を行う当該
共同使用墓地
を管理する自
治会や団体

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

市営墓地だけでは
まかないきれない
現状から既存の共
同墓地の管理運営
に寄与するため墓
地の整備に対し補
助を行う。

水道引き込み事業
費の10分の4

0 0 116
（１）継続
するもの

エ　行政目
的を達成す
るために、行
政が実施す
べき事業を
代替又は補
完して実施し
ている事業
等

200

21
生活環
境課

離島火葬場運
営補助金

本島火葬場運
営協議会

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

島しょ部の火葬場
である本島火葬場
の運営に対し補助
することで離島の
風習や利便性・公
衆衛生を保つことを
目的とする。

本島火葬場運営費
の補助及び火葬業
務1件につき3万円

380 350 350
（１）継続
するもの

エ　行政目
的を達成す
るために、行
政が実施す
べき事業を
代替又は補
完して実施し
ている事業
等

410

22
生活環
境課

香川県食品衛
生協会運営補
助金

香川県食品衛
生協会

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

食品衛生思想の普
及・啓発を行うこと
で、食品関係業、商
店の育成並びに飲
食に起因する感染
症、食中毒、その
他衛生上の危害の
発生防止を図り、
もって商業活動の
活性化と公衆衛生
の増進に寄与す
る。

食品等の衛生の向
上を目的とし、公衆
衛生の向上を図
る。指導員等の巡
回により、会員の食
品衛生思想の向上
を図る。営業者の
食品衛生責任者研
修及び、その他の
衛生講習会の開
催。

152 152 152
（１）継続
するもの

ウ　他市町と
の協議等に
より、市の負
担が決定し
ている事業
等

200
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23
生活環
境課

公衆浴場組合
運営補助金

丸亀公衆浴場
組合

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

地域住民の日常生
活において、保健
衛生上必要な施設
である、公衆浴場
について衛生施設
の改善向上、経営
の健全化振興等を
通じてその衛生水
準の維持向上を図
り、あわせて利用
者の利益の擁護に
資するため、自主
的活動を促進し、
安全・安心で福祉と
心豊かな地域社会
づくりに貢献するこ
とを目的とする。

(1)浴場施設の衛生
管理、及び衛生水
準の維持向上に資
する。
(2)組合員の衛生知
識や接客サービス
などの講習会に参
加する。
(3)福祉入浴事業を
実施する。
(4)活性化事業とし
て、各種のイベント
を実施する。

360 360 360
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

360

24
生活環
境課

犬猫不妊去勢
手術費補助金

市内で犬猫を
飼っていて、
不妊去勢手術
を受けた市民

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

犬猫と共存する社
会づくりを目指し、
飼い犬又は飼い猫
に不妊去勢手術を
行うことにより、不
必要な繁殖を防止
し、動物の愛護及
び管理について意
識の高揚を図るた
め、手術費用の一
部を補助している。

当該年度1世帯に
つき犬又は猫のい
ずれか1頭
犬　1頭につき3,000
円
猫　1頭につき3,000
円

1,938 1,995 2,148
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

1,950

25
生活環
境課

再生可能エネ
ルギー導入事
業費補助金

市民

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

再生可能エネル
ギーの利用を促進
させるとともに、市
民の環境保全意識
の高揚を図り、もっ
て地球温暖化防止
に寄与するため、
設置費用の一部を
補助する。

・住宅で消費した後
の余剰電力の販売
のみを行う太陽光
発電システムを自
ら居住する市内の
住宅に設置する場
合、2万円に太陽電
池の最大出力値を
乗じて得た額を補
助。（上限10万円）
・住宅用太陽熱利
用システムを自ら
居住している市内
の住宅に設置する
場合、設置費用の
１/10(上限)を補
助。自然循環型3万
円、強制循環型10
万円）
・住宅用蓄電システ
ムを発電システム
に併設、又は付設
する場合（一律8万
円）

13,523 17,987 19,160
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

22,960

26
生活環
境課

地域猫活動支
援事業補助金

地域猫活動に
取り組む地域

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H28

地域猫活動に取り
組む地域を支援
し、飼い主のいない
猫（以下「野良猫」
という。）の適正な
管理を推進するこ
とにより、人と動物
との調和のとれた
共生社会を実現す
ることを目的とす
る。

上限額は１地域に
つき200千円
・地域猫活動に必
要な野良猫の不妊
去勢手術費150千
円
・地域猫活動に必
要な消耗品購入費
50千円

0 0 0
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

200

27
生涯学
習課

丸亀中央生涯
学習クラブ協
議会補助金

丸亀市中央生
涯学習クラブ
協議会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

各クラブの生涯学
習推進と、相互の
親睦・交流を通し
て、意義深いクラブ
活動の促進を図
る。さらに、その成
果を通じて地域社
会の振興と社会福
祉の増進に寄与す
る。

生涯学習まつりの
事業補助。この事
業では、協議会役
員が中心となり事
業の準備、運営に
あたっている。

180 0 0
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

180

28
生涯学
習課

婦人団体連絡
協議会育成補
助金

丸亀市婦人団
体連絡協議会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

市内の単位婦人会
相互の緊密な連絡
調整ならびに親睦
をはかり、その活動
の伸展を助け合
い、リーダー研修、
人権研修を行うこと
により、婦人団体の
活動を充実させる。

団体が行っている
各種事業等の活動
補助

960 490 870

（２）原則
として廃
止するも
の

ウ　社会情
勢等の変化
により補助
の目的が適
切でなく、事
業効果の薄
れている事
業等

0



補助金チェックシート 　　市民生活部

R１ R２ R３ 説明

見直し基準該当項目 R４年度
要求額
（千円）

番号 担当課 名称 交付先
補助目的

区分
補助期間

区分
開始
年度

補助目的 補助内容
補助金額（千円）

29
生涯学
習課

丸亀市子ども
会育成連絡協
議会

市内の子ども会育
成連絡協議会の相
互の和、及び連携
を図り、子ども会活
動を拡充し、子ども
の健全育成に寄与
することを目的とす
る。

3,484 2,338 3,937
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

3,937

30
生涯学
習課

ボーイスカウト
（２団体）

44 44 44
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

44

31
生涯学
習課

ガールスカウ
ト
（1団体）

22 22 22
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

22

32
生涯学
習課

青年団体連絡
協議会育成補
助金

丸亀市青年団
体連絡協議会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

活動の充実発展お
よび、市内の青年
団体の連絡と協調
を図る。

団体が行っている
各種事業等の活動
補助

101 113 33
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

113

33
生涯学
習課

丸亀市・七尾
市少年団体交
歓研修会補助
金

丸亀市子ども
会育成連絡協
議会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

市内の少年団体の
活動に参加する少
年少女が親善都市
七尾市と、地域を
越えて友情・交歓を
深める中から少年
リーダーとしての意
識、資質の向上を
図る。

七尾市・丸亀市少
年団体交歓研修会
の事業補助。市内
の少年団体に所属
する指導者が引率
し、受入・派遣を毎
年交互に実施して
いる。

700 0 0
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

0

34
生涯学
習課

丸亀市・京極
町交歓研修会
補助金

丸亀市子ども
会育成連絡協
議会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

市内の子ども会活
動に参加する少年
少女が親子都市京
極町と、地域を越え
て友情・交歓を深め
る中から少年リー
ダーとしての意識、
資質の向上を図
る。

丸亀市・京極町交
歓研修会の事業補
助。市内の子ども
会に所属する指導
者が引率し、受入・
派遣を毎年交互に
実施している。

347 0 350
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

1,850

35
生涯学
習課

市民活動ス
テップアップ補
助金

市民活動団体
等

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H20

新たな市民活動の
展開や、活動の幅
を広げる事業の展
開などに要する経
費の一部を補助す
ることにより、市民
の公益の増進に資
する多彩な活動の
展開、活性化を図
り、個性豊かで活
力あふれるまちづく
りを実現することを
目的とする。

新たな市民活動
や、その活動の幅
を広げる活動など
を実施するため直
接必要な経費の一
部について、5万円
を上限に補助す
る。

316 159 400
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

1,500

36
生涯学
習課（図
書館）

子どもの本を
読むお母さん
の会運営補助
金

子どもの本を
読むお母さん
の会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

読書講演会の開
催、図書館行事、
ブックスタート支援
等、協働で読書活
動を推進し、子ども
が人生をより深く生
きる力を身に付け、
心豊かに成長でき
るよう支援する。

団体が行っている
講演会・各種事業
等の活動補助

20 20 0
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

20

37
生涯学
習課（図
書館）

図書館うさぎ
運営補助金

図書館うさぎ

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

子どもたちに、読み
聞かせやパネルシ
アターを行うこと
で、本の楽しさや読
書への興味を高
め、子どもたちと本
との架け橋になる
べく活動し、もって
子どもたちの健や
かな成長を促す。

団体が行っている
講演会・各種事業
等の活動補助

20 20 0
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

20

少年団体育成
補助金

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17
団体が行っている
各種事業等の活動
補助

会員相互が協力
し、団体の発展と育
成をはかることで、
市内の子ども達の
健全育成に寄与す
る。



補助金チェックシート 　　市民生活部

R１ R２ R３ 説明

見直し基準該当項目 R４年度
要求額
（千円）

番号 担当課 名称 交付先
補助目的

区分
補助期間

区分
開始
年度

補助目的 補助内容
補助金額（千円）

38
スポーツ
推進課

スポーツ推進
委員連絡協議
会補助金（～
H23体育指導
委員連絡協議
会補助金）

丸亀市スポー
ツ推進委員連
絡協議会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

本市のスポーツ振
興のため、住民に
対し、スポーツの実
技の指導その他ス
ポーツに関する指
導、助言を行うス
ポーツ推進委員の
活動が活性化する
ことで、スポーツ人
口が拡大し、健康
増進が図られ、地
域の活性化、ひい
ては医療費等の抑
制につながることが
期待できる。

スポーツ推進委員
主催行事の開催に
伴う、企画・準備・
運営を行う。また、
スポーツ推進委員
の資質向上のた
め、市、県、四国、
全国研修会への参
加補助を行う。

500 500 500
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

500

39
スポーツ
推進課

香川丸亀国際
ハーフマラソ
ン大会補助金

香川丸亀国際
ハーフマラソ
ン大会組織委
員会

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

全国からも注目さ
れる香川県を代表
する冬の一大ス
ポーツイベントと位
置づけられ、記録を
狙うトップランナー
から、レースを楽し
む市民ランナーま
で、参加者がそれ
ぞれの目標を持っ
て参加し、より多く
の市民に走ること
の喜び等を実感し
ていただき、市民の
健康づくりの推進、
スポーツの振興を
図るとともに、全国
各地に丸亀市をア
ピールすることを目
的とする。

香川丸亀国際ハー
フマラソン大会開催
に必要な総合企
画、準備、運営を行
う。それに伴い必要
な資金等の調達、
運用、広報活動及
び報道を行う。ま
た、関係競技団
体、地方関係機
関、団体との連絡
調整をし、相互協
力を行う。

10,000 3,005 10,000
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

18,000

40
スポーツ
推進課

丸亀武道の祭
典補助金

丸亀市武道の
祭典実行委員
会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H23

武道関係者が一堂
に会し日頃の成果
を発揮することで、
種目間の交流と親
睦を深めるととも
に、市民の武道へ
の関心を高め、競
技普及の契機とす
る。

令和2年度は、コロ
ナ禍のため、武道
の魅力を発信する
ため、居合道・少林
寺拳法・剣道・柔
道・弓道の「種目別
動画」等を製作し、
体協HPで配信した
が、令和3年度は新
型コロナウイルス
感染症拡大の影響
により中止とした。

0 95 0
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

95

41
スポーツ
推進課

体育協会育成
補助金

(公財)丸亀市
体育協会

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

市民の幅広い生涯
スポーツの推進と
競技力の向上を目
指し、スポーツの普
及奨励とスポーツ
団体を育成推進す
る組織基盤の整備
と総合的なスポー
ツ推進を実施でき
る体制づくりを目的
とする。

体育協会支部とそ
の加盟団体に対し
て、団体育成のた
めの指導や援助を
行う。また、各種団
体の行うスポーツ
大会に援助して、
健康・体力づくりの
育成促進を図る。

5,650 4,673 5,650
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

5,650

42
スポーツ
推進課

体育協会運営
補助金（～
H24体育協会
事業補助金）

(公財)丸亀市
体育協会

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H21

市民の幅広い生涯
スポーツの推進と
競技力の向上を目
指し、総合的なス
ポーツ推進を実施
するための基盤と
なる組織体制の整
備を目的とする。

行事の開催が円滑
に行えるよう、市内
体育施設のほぼ全
てを一括管理し、ス
ポーツ振興を推進
するための各種事
業を行っている。

20,500 20,500 28,900
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

28,900

43
スポーツ
推進課

「津島寿一」体
育協会事業補
助金

(公財)丸亀市
体育協会

ア　行政
がその責
任におい
て保護奨
励すべき
もの

ウ　中長
期的なも
の

H17

丸亀市の文化・ス
ポーツにゆかりの
深い（故）津島寿一
先生の功績を称
え、その遺志でもあ
る「地域スポーツ文
化の普及・振興」を
継承・発展させ、市
民の幅広い生涯ス
ポーツの推進と競
技力の向上を目指
す。

健康スポーツ教
室、健康づくり事業
の周知・報告活動
を行う。

800 800 800
（１）継続
するもの

エ　行政目
的を達成す
るために、行
政が実施す
べき事業を
代替又は補
完して実施し
ている事業
等

800



補助金チェックシート 　　市民生活部

R１ R２ R３ 説明

見直し基準該当項目 R４年度
要求額
（千円）
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補助金額（千円）

44
クリー
ン課

丸亀市資源
リサイクル
事業推進協
議会協力金

丸亀市資源
リサイクル
事業推進協
議会

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H21

市が推進する資源
リサイクル事業の
実施に協力する実
施団体を組織化す
るとともに、事業
の効率的運用と推
進を図ることを目
的とする。

還元金及び運営費 43,163 35,238 31,024
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

55,000

45
クリー
ン課

生ごみ処理
容器等設置
補助金

市内に住所
を有する者

イ　市民
等が主体
的自立的
に行うも
のであっ
て行政が
その支援
を行うもの

ウ　中長
期的なも
の

H17

家庭から排出され
る調理残等有機性
ごみの自家処理を
促進し、ごみの減
量化を図る。

・生ごみ処理機
（電気式）
　本体購入価格の
1/2で2万円を上限
・生ごみ処理容器
（コンポスト）
　本体購入価格の
1/2で3千円を上限
・ダンボールコン
ポスト
　購入価格のうち
1千円を上限

445 868 750
（１）継続
するもの

オ　市が施
策の効果を
高めることを
目的として実
施する補助
金等交付事
業

1,650


